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都市有害生物管理学会 会則（2017年 3月 11日変更） 

 

第１章 総    則 

第１条 （名称） 本学会は都市有害生物管理学会（The Society of Urban Pest Management, 

Japan）と称する． 

第２条 （目的） 本学会は，都市有害生物等（建築物や施設の室内環境中とその周辺屋外で問題とな

る有害生物）に関する研究の発展およびその研究成果にもとづく的確な防除対策の確立と普及

に寄与し，学問，産業の発展，生活環境の保全ならびに公共の福祉を増進することを目的とす

る． 

第３条 （事業） 本学会は，前条の目的を達成するため次の事業を行う． 

1. 総会、大会の開催 

2. セミナー，講演会，シンポジウム，見学会等の開催  

3. 機関誌「都市有害生物管理」(Urban Pest Management)，図書その他出版物・著作物の刊行 

4. 各種資格の認定 

5. 内外の研究機関，公共団体，学会等との連絡協力 

6. 都市有害生物管理学会賞ならびに森八郎記念賞の授与 

7. その他前条の目的達成に必要な事業 

 (2) 本学会の事業年度は毎年 1 月 1 日に始まり，12 月 31 日に終わるものとする． 

 

第２章 会   員 

第４条 （会員） 本学会の会員は、個人会員，団体会員，賛助会員，購読会員，名誉会員の 5 種とす

る． 

1. 個人会員は本学会の目的に賛同して入会した個人． 

2. 団体会員は本学会の目的に賛同して入会した法人，またはそれに準ずる団体． 

3. 賛助会員は本学会の事業を賛助するために入会した個人または法人． 

4. 購読会員は本学会の機関誌の購読を目的に入会した個人，法人またはそれに準ずる団体． 

5. 名誉会員は別に定めた規定により評議員会で推薦され，総会において了承を得た個人とする． 

第５条 （入会） 会員として入会を希望する者は所定の申込書を提出し会費を納入するものとする． 

第６条 （会費） 会員は次の会費を１口以上納入するものとする． 

1. 個人会員 年額 １口 8,000 円 

2. 団体会員 年額 １口 50,000 円 

3. 賛助会員 年額 １口 80,000 円 

4. 購読会員 年額 １口 10,000 円 

(2) 名誉会員は会費を納めることを要しない． 

(3) 個人会員のうち学生（研究生，大学院を含む）は，年額 １口 3,000 円とする．ただし，毎年

10 月１日までに当該大学の在学証明書を本学会事務局に提出するものとする． 

(4) 外国に在籍する会員は１項に該当する会費を適正レートの米ドルで納入することができる． 

(5) 会費は前納とし既納の会費はいかなる場合でも返還しない． 
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第７条 （権利） 会員は次の権利をもつ． 

1. 総会を構成し，本学会の運営に参与することができる． 

2. 機関誌の頒布を受けることができる． 

3. 機関誌に投稿することができる． 

4. 会則第３条に定める会合に出席し，研究発表，講演を行い，意見を述べることができる． 

5. 役員の選挙権および被選挙権をもつ．ただし，名誉会員は被選挙権をもたない． 

※ 選挙で選ばれる役員の選挙権および被選挙権をもつ．ただし，名誉会員は被選挙権をもたない． 

 

(2) 団体会員，賛助会員は上記１項の権利について 3 名相当分を受けることができる．ただし，団体

会員，賛助会員は各法人，団体に所属する個人会員以外の 3 名以内の個人を事前に届け出て登録し

なければならない．変更のある場合は直ちに変更届を事務局に提出する． 

 (3) 購読会員は機関誌の購読以外の権利はもたない． 

第８条 （退会） 会員が退会しようとするときは退会届を会長に提出しなければならない． 

第９条 （会員資格の喪失） 会員が次の各号の一つに該当する場合には，評議員会の議を経て会員の

資格を失うものとする． 

1. 会費を 2 年以上滞納したとき． 

2. 本学会の名誉を著しく傷つけ，または本学会の目的に反する行為をしたとき． 

3. その他会員としてふさわしくない行為をしたとき． 

 

第３章 役   員 

第１０条 （役員と定数） 本学会に次の役員をおく． 

1. 会長 1 名 

2. 副会長 2 名以内 

3. 評議員 選挙細則による規定数 

4. 運営委員 次の委員会を構成する数 

事務局(総務委員) 若干名 ただし，事務局長職員を置くことができる． 

編集委員，事業委員，広報委員，IPM 委員（事業委員会傘下）学術委員 各々若干名 

5. 大会長 1 名 

6. 会計監査委員 2 名 

第１１条 （役員の選出） 会長および評議員は被選挙権のある会員の中からの投票により選出される． 

(2) 副会長および総務，編集，事業，広報，学術の各委員長は，会長が会員の中から選出し，評議員

会の承認を経て任命する．ただし，評議員からは選出できない．  

総務，編集，事業，広報，学術の各運営委員は，それぞれの委員長が会員の中から選出し，評議

員会の承認を経て会長が任命する．  

(3) 大会長は評議員会において選出する． 

(4) 会計監査委員は，評議員会において選出し会長が委嘱する．ただし，運営委員からは選出できな

い． 

第１２条 （役員の任期） 会長，副会長の任期は 2 年とし、重任は 2 期までとする．評議員の任期は

2 年とし、重任は 3 期までとする． 

(2) 総務，編集，事業，広報，学術の各運営委員の任期は２年とし，重任を妨げない． 
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(3) 大会長の任期は 1 年とする． 

(4) 会計監査委員の任期は 2 年とする．  

(5) 役員の任期期間は 1 月 1 日に始まり，当該任期の 12 月 31 日に終わる． 

(6) 役員に欠員が生じた場合は，会長が補充役員を任命することができる．その任期は，前任者の残

任の期間とする． 

第１３条 （役員の職務） 会長は本学会を代表し，会務を総括する． 

(2) 副会長は会長を補佐し，会長に事故がある場合は，その職務を代行する． 

(3) 評議員は評議員会を構成し，所定の事項を審議する． 

(4) 各委員会は，本学会の総務，編集，事業，広報，学術に関する会務を分掌し，執行する． 

1. 総務委員会（事務局長）は，会長ほか役員（副会長・各委員長，大会長）の支援，役員会の

開催，会員・会費の管理，その他事務手続きにあたる． 

2. 編集委員会は，機関誌，講演要旨集，その他の出版物･著作物の編集などにあたる． 

3. 事業委員会は，IPM 講座，セミナー，講演会，シンポジウム，見学会等の開催や，各種資格

の認定などにあたる。 

4. 広報委員会は，学会認知・会員増加のために，IT などを活用し，他委員会と連携して広報活

動にあたる． 

5. 学術委員会は，内外の大学・研究機関，公共団体，学会等との連絡協力，研究者・学生への

連絡広報，機関誌の記事の執筆・企画など，学術活動の促進・支援にあたる． 

(5) 大会長は大会を開催し，その運営にあたる．役員会はそれを支援する． 

(6) 会計監査委員は会計年度終了後，会計を監査する． 

 

第４章 会   議 

第１４条 （総会） 総会は本学会の最高の議決機関であり，会長が毎年１回召集し，次の事項を審議

する．  

1. 事業および収支決算 

2. 事業計画および予算 

3. 会則の改訂 

4. その他会務の執行に関わる重要事項 

(2) 議決は出席者の過半数をもって決定とする．可否同数のときは議長が決する．ただし，会則の

改訂は 2/3 以上の賛成を必要とする． 

(3) 議長は会長が個人会員の中から委嘱する． 

(4) 次の場合に会長は臨時総会を招集する． 

1. 会長が必要と認めたとき． 

2. 評議員会または会計監査委員 2 名が必要と認めたとき． 

3. 1/5 以上の会員がその目的たる事項を示した書面をもって会長に請求したとき． 

（5） 単一案件の承認を受ける場合には、総会に代り、郵送により議決することができる．この場合

は返送された総数の過半数をもって決定とする．可否同数のときは会長が決する． 

 

第１５条 （評議員会） 評議員会は，会長，評議員が構成し，次の事項を審議する．副会長、各委員

長はオブザーバーとして会議に参加する． 
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1. 本学会会務の運営 

2. 本学会の事業 

3. 予算および決算 

4. 副会長，運営委員人事の承認 

5. 大会長，会計監査委員の選出 

6. 名誉会員の推薦 

7. その他本学会会務の運営上重要な事項 

8. 都市有害生物管理学会賞ならびに森八郎記念賞受賞者の選出 

(2) 会長は評議員会を招集し，会の議長となる． 

(3) 議事は委任状を含む構成員の 1/2 以上の出席をもって成立し，出席者の過半数をもって決議し，

可否同数のときは議長が決する． 

 

第５章 財産及び会計 

第１６条 （財産） 本学会の財産は次のとおりとする． 

1. 会費 

2. 寄付金 

3. 財産から生じる収入 

4. 事業に伴う収入 

5. その他の収入 

(2) 本学会の経費は財産をもってこれに当てる． 

(3) 学会賞基金は、学会賞および森八郎記念賞の授与に関して支出される． 

(4) 学会維持基金は、学会の活動が維持されることを目的に設けられ、資金面で学会の活動に支障が

生じた場合や予算を大幅に超える支出がある場合に用いられる． 

第１７条 （決算）本学会の決算報告は，選任された会計監査委員 2 名の署名をもってその正当なこと

を証明し，総会において報告する．会長は毎年会計年度終了後，総会を開き，決算の承認を

得るものとする． 

第１８条 （会計年度） 本学会の会計年度は毎年 1 月 1 日に始まり 12 月 31 日に終わる． 

 

第６章 著 作 権 

第１９条 （著作権） 本学会の刊行物に記載された記事・論文などの著作権は著者および本学会に帰

属するものとする． 

 

    第７章 解   散 

第２０条 （解散） 本学会は総会の決議により解散することができる． 

第２１条 （財産の処分） 本学会の残金財産の処分は総会の議を経て行わなければならない． 

第２２条 （精算人） 本学会の精算人は会長とする．ただし総会の議決により別に精算人を選出する

ことができる． 
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    付     則 

１． 本学会は，事務局を内におく．東京都中央区日本橋２-２-３ リッシュビル４階 

（〒103-0027）内におく． 

２． 本会則は平成 18 年 1 月 23 日より実施する． 

 本会則は平成 18 年 11 月 11 日より改訂実施する． 

本会則は平成 20 年 2 月 15 日より改訂実施する． 

本会則は平成 21 年 2 月 28 日より改訂実施する． 

本会則は平成 23 年 4 月 25 日より改訂実施する． 

本会則は平成 25 年 6 月 22 日に改訂し，7 月 1 日より実施する． 

      本会則は平成 28年 9月 2日に改定し，9月 3日より実施する． 

      本会則は平成 29年 3月 11日に改定し，3月 12日より実施する． 

 

 

選挙細則 

第１条 会則第１１条第１項にもとづく，会長および評議員の選挙細則を次のように定める． 

第２条 会長および評議員の選挙は全国制とする． 

第３条 会長は，立候補制とする．      

  (2) 会長への立候補は有権者名簿作成の 1 ヶ月前より受付ける．立候補者は本人および 2 名以上

の推薦人連名の立候補届を有権者名簿作成時期までに選挙管理委員会（本学会事務局）に提出

して登録する．立候補者名は有権者名簿作成後から投票期日まで公表する． 

  (3) 立候補者名を記入した投票用紙に 1 名を選択し記入する．白票は棄権とする．ただし，立候補

者 1 名の場合は選挙を行わない．  

第４条 評議員は，被選挙人名簿から規定数を投票用紙に連記する． 

(2) 評議員の定数は会員 20 名に対し 1 名以上の比率の偶数名とする． 

第５条 投票は無記名で，決められた期日までに事務局宛に郵送する． 

第６条 当選者は得票の多い順とする．同数の場合には年長者を優先する．ただし，会長選挙において，

立候補者 1 名の場合には無投票当選とする．  

第７条 会員であっても，有権者名簿作成時期までに前年度の会費を滞納している者は選挙権，被選挙

権を失う． 

第８条 団体会員，賛助会員の有権者は，会則第７条第２項で登録されたものとする．  

第９条 選挙は若干名の選挙管理委員会によって管理され，開票は立会人参加のもとに行う． 

第１０条 選挙管理委員会は総務委員会がこれに当たる． 

第１１条 選挙管理委員会は当選者に，それぞれ通知するとともに，会員には機関紙および本学会ホー

ムページによって当選者氏名を公表する． 

第１２条 評議員に欠員が生じた場合には次点者をもってこれに当てる． 

第１３条 この細則は評議員会の決議を経なければ変更できない． 

付 則  本細則は，平成 18 年 1 月 23 日より施行する． 
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都市有害生物管理学会会則（2017/3/11）新旧対照表 

 

章・条 旧 新 備考 

第 10 条 ４ 事務局(総務委員) 若干名 ただし，

事務局職員を置くことができる． 

編集委員，事業委員，広報委員，学術

委員 各々若干名 

事務局(総務委員) 若干名 ただし，

事務局長を置くことができる． 

編集委員，事業委員，広報委員，IPM

委員（事業委員会傘下） 各々若干名 

事務局職

員を事務

局長に変

更 

学術削除 

IPM 委

員（事業

委員会傘

下）付記 

第 11 条 総務，編集，事業，広報，学術の 総務，編集，事業，広報の 学術削除 

第 12 条 総務，編集，事業，広報，学術の 総務，編集，事業，広報の 学術削除 

第 13 条 総務，編集，事業，広報，学術に 総務，編集，事業，広報に 学術削除 

第 13 条  

(4)  1 

総務委員会（事務局） 総務委員会（事務局長） 事務局を

事務局長

へ変更 

第 13 条  

(4)  3 

事業委員会は，セミナー，講演会，シ

ンポジウム，見学会等 

事業委員会は，IPM 講座，セミナー，

講演会，シンポジウム，見学会等 

IPM 講

座付記 

第 13 条  

(4)  4 

 

 

5. 学術委員会は，内外の大学・研究

機関，公共団体，学会等との連絡協力，

研究者・学生への連絡広報，機関誌の

記事の執筆・企画など，学術活動の促

進・支援にあたる． 

この項全て削除 学術委員

会削除に

伴い 

 


